










































































































説く。すなわち，産業資本の一般的定式 G－W?Pm A …P…W′－G′に対して
「運輸業の定式は，G－W?Pm A …P－G′として与えられる。………運輸労働の
価値形成の根拠は，それが『有用効果』を生産することに求められており，
それは商品の運輸と人間の運輸をともに含むものである???とする。そして，
飯盛教授は，運輸業における有用効果という生産物を手がかりに，対人サー
ビス労働および財貨の修理等の物的サービスについても有用効果が生産され
価値形成が行われると展開していく。さらに，こうした「有用効果」概念は
『資本論』冒頭商品論に潜在的に含まれるばかりでなく，『資本論』全体をと
おして「有用効果」の規定が表れているとしたうえで，「有用効果」概念を次
のようにまとめている。「『資本論』の全体的検討をとおして，有用効果概念
は，労働過程を物質化・対象化ということを捨象して労働主体に即してとら
え，有用労働を機能しつつある状態，流動状態においてとらえたものであり，
それは一方で，結合労働過程における個々の労働者の働きをとらえる概念と
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して，他方で，物質的基体を前提しないサービス提供がうみだす使用価値（非
有形的な）を指す概念として，用いられている???とする。
有用効果を生産物としつつも運輸業の定式で生産過程 Pの後にW′が示さ
れていないこと，あるいは有用効果を「有用労働を機能しつつある状態にお
いてとらえたもの」から分かるように，飯盛教授の言う「有用効果」生産物
の実体は，労働あるいは労働過程そのものに他ならない。事実，飯盛教授は，
「サービス部門の物財生産部門との違いは，………生産過程（サービス提供）
そのものが生産物（有用効果）となることである。???と明言している。
しかしながら，私は，労働の生産物が労働（あるいは労働過程）であると
いう論は，理論的に成立しないと?えている。労働は人間特有の目的意識的
活動であり，労働対象に対して所期の質的変化，量的変化，形態変化，所在
変更等を達成することを目的にしている。いわば労働あるいは労働過程は原
因（投入）で，対象の変化が結果（産出）である。労働の生産物が労働（あ
るいは労働過程）という論は，端的にいえば，投入そのものが産出であると
いう主張であり生産過程の基本的把握を混乱させるもの，と私は?える。
次に，飯盛教授は，「サービス労働とそれがうみだすサービス（無形生産物
＝有用効果）は現象的に一致しており，その区分は理論的・概念的になされ
なければならないのであり，そのことによってサービス労働価値生産説が成
り立つ。????とし，実体は労働に他ならない「有用効果」を生産物と想定し，
これを素材的担い手として商品価値形成を説く。しかしながら，商品価値と
いうのは単なる労働時間でなく，１着の上着?時間，１ℓのガソリン?時間
など必ず物量単位あたりの労働時間という次元をもつ。これにより，異なる
商品の単位あたり価値の大小を比較したり，あるいは同じ商品の単位あたり
価値が増減することで労働生産性の上昇・下落を云々できるのである???。
仮に，飯盛教授が説くように「有用効果」生産物の実体が労働であるとし
たならば，「有用効果」生産物の単位あたり価値はどう表現されるのであろう
か。たとえば，教育部門を例にとり教材・施設等の生産手段の移転価値をさ
しあたり捨象すれば，教育労働１時間はそのまま「有用効果」生産物である
ということになる。すると，教育労働１時間の価値は教育労働１時間という
ことに他ならず，それはまさに同義反復にすぎず教育労働の成果である生産
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物の価値を与えたことにならない，と私は?える。また，教育労働１時間，
医療労働１時間，運輸労働１時間などについて，それぞれが生産物１単位と
いうことになるであろうが，各種労働１時間の価値の大小の比較はどのよう
になされるのであろうか。疑問が尽きない。
かくして，飯盛教授の基本命題，「有用効果」生産物をもって説くサービス
部門の商品価値形成は成立しない，と私は?える。
② 労働対象の不在
飯盛教授の基本命題から，サービス部門の労働過程では主要材料（原料）
たる労働対象が存在しないという主張がうまれる。基本命題は，サービス部
門の生産物を事実上労働あるいは労働過程とし，労働対象の変化を労働過程
の成果と捉えないわけであるから，サービス部門の労働過程では生産物の実
体になる主要材料が存在しないという主張は必然的に導かれる。したがって，
この主張は飯盛サービス論における基本命題の系論である。
教授は，系論の主張を『サービス産業論の課題』（同文館，1993年)???で体
系的に展開した後，引き続く論稿の各所でこれに触れている。最新の論稿か
ら一例を示す。「物質的生産部門の労働過程は，〔主要材料（原料）＋補助材料
＋労働手段＋労働〕から構成される。これに対し，サービス部門の労働過程
では労働手段と補助材料は存在するが，生産物の主要実体をなす原料は存在
しない。すなわち，サービス部門の労働過程は，〔補助材料＋労働手段＋労働〕
より構成される。サービス部門においては，新たな生産物へ素材的に移転さ
れる労働対象（物質的基体，自然素材）は存在しないのであり，労働過程の
結果としてうみだされるのは無形生産物としてのサービスそのものであ
る????。
私と斎藤重雄氏は，教育，医療，福祉，娯楽等の対人サービスにおいて，
学生，患者，観客といった人間が労働対象であると捉えている。また，飯盛
教授がサービス部門の一つとみなしている機械の修理，クリーニング等の対
物サービスについても，修理される機械やクリーニングされる衣服が労働対
象であると捉えている（ただし，私と斎藤氏は，対物サービスは物質的生産
部門であってサービス部門と捉えてない）。これについて，すでに飯盛教授と
― ―64
佐賀大学経済論集 第44巻第５号
斎藤氏の間で争われている。斎藤氏が，教育サービスや医療サービスにおい
ては学生や患者が労働対象であり，学生や患者は生産物（能力の維持・向上）
の実体になるいわば主要材料（原料）＝労働対象であるとするのに対し，飯盛
教授は次のように述べる。
学生や患者である人間は「労働が働きかける対象になっている」ことは認
めるものの，しかし「労働が働きかける対象がすべて労働対象ではない」と
する。すなわち，「新たな生産物へ素材・価値両面で移転されるというのが『労
働対象』の定義であり，労働が働きかける対象がすべて労働対象ではない。
物質的生産は自然を対象とするのであり，自然素材＝物質的基体＝生産物の
主要材料（実体）＝原料を有しない活動は物質的生産活動ではない。????。学生
や患者である人間が「労働が働きかける対象になっている」としつつも彼ら
を労働対象でないとしている叙述は，事実上財貨だけしか労働対象と認めな
いということであり，私には理解不能としか言いようがない。サービス労働
非価値形成説を代表する金子ハルオ氏でさえも，彼らがサービス労働の労働
対象であることを認めている。ただ，彼ら（彼らの労働力）には抽象的人間
労働としての価値が対象化しないと主張しているだけである。飯盛教授は
サービス労働の「労働が働きかける対象」をすべて労働対象でないとするの
だから，金子氏よりも後退していると言わざるを得ない。
この点は，飯盛教授の言う対物サービス部門について見れば，矛盾はいっ
そう明らかになる。たとえば，機械修理サービスにおいて，「それ（機械修理
労働）が働きかける物財は労働対象たる原料ではない。………修理される機
械は労働対象でない。????とする。しかし，機械修理は外注されるケースとそ
うでない場合がある。外注される場合もそうでない場合も機械修理の労働過
程は基本的に同じである，と私は?える。しかし，機械修理を外注せず製造
部門で内生化した場合，修理工程は完成品生産の一段階であるから修理され
る機械は労働対象であるが，修理を外注したケースでは修理される機械は労
働対象でなくなる，と主張しているに等しい。
かくして，サービス部門では労働対象が存在しないという系論は，サービ
ス部門の生産物を，実体が労働（あるいは労働過程）に他ならない「有用効
果」として捉える飯盛教授の誤った基本命題から導かれるものである。「有用
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効果」生産物を説かれる飯盛サービス論において，サービス労働に労働対象
が存在することを認めるのは論理的に許されないという事情を察することは
できるが，私や斎藤氏からすれば理解不能な系論と言わざるを得ない。
③ 対物サービス
飯盛教授の基本命題のもう一つの系論として，対物サービスがある。貨物
の運輸，機械など各種財貨の修理・メンテナンス，衣服などのクリーニング，
ビルの清掃などを「有用効果」生産物を生産する対物サービス部門とする。
そして，これら対物サービス部門の労働過程では，対人サービスと同じよう
に労働対象が存在しないという性質があるとする。なお，商業・金融部門に
ついては，所有権移転が事業の本質であって，これら部門の労働過程は「有
用効果」生産でないとし，サービス部門からは除外し価値形成を否定する。
商業・金融部門の労働について，それらが社会的に必要で有用な労働であ
ることは飯盛教授も認めるであろう。したがって，飯盛教授の論理に照らし
てみると，労働（あるいは労働過程）を実体とする「有用効果」生産から何
故に商業・金融部門を除外できるのか，といった疑問がある。しかし，これ
については疑問を指摘するにとどめる。むしろ，問題にされるべきは，貨物
の運輸，機械や家具など各種財貨の修理・メンテナンス，衣服などのクリー
ニング，ビルの清掃などを対物サービスと呼び，これらをサービス部門と捉
えていることである。
私と斎藤氏は，貨物を運輸対象，機械や家具を修理・メンテナンスの対象，
衣服をクリーニングの対象，建物を清掃の対象として捉え，所在変換された
貨物，修理・メンテナンスされた機械や家具等をこれら労働の生産物と捉え
ている。これらの労働は，たしかに対象的生産物を新たにつくりだすもので
はないが，貨物を所在変換して使用可能な状態にし，また使用価値を維持す
ることによって財貨の再利用を可能にするといった意味で〝物質的生産の延
長"，〝財貨の追加的生産"に他ならない。したがって，飯盛教授の言う対物
サービスはけっしてサービス部門ではなく，物質的生産の一環である。
〝物質的生産の延長"，〝財貨の追加的生産"を対物サービスと呼んでサービ
ス部門に含めることは，実際に多種多様な業種を含んだ第３次産業を再分類
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して GDP，事業所数，就業者数などを再集計する際に，サービス部門の構成
比を過大に見積もり，経済のサービス化を誤って過大評価することに繫がる。
あるいは，同じことの裏返しであるが，製造業における外注化の進展を経済
のサービス化と誤って捉え，物質的生産における社会的分業の拡大・深化を
逆に過小評価することに繫がるのである。実際，飯盛教授は，80年代から90
年代にかけて事業所数，従業員数，事業収入額といった指標の推移をベース
に第３次産業の実証分析を行い，「対事業所サービス」を成長業種として析出
し，これを経済のサービス化をもたらした中心領域と見なしている???。しか
しながら，成長業種である ?対事業所サービス?の中身をみると，ME革命
によって生じたソフトウェア業，および先にあげた対物サービスの各業種の
拡大・発展がその中核をなしている。私からすれば，前者は物質的生産に近
いものであり，後者は〝物質的生産の延長"である。飯盛教授は，これらを
サービス部門と見なし，経済のサービス化を主張する。私や斎藤氏からすれ
ば，これは現状分析における誤った分析視角とその帰結であり，いずれも飯
盛教授の基本命題から導かれたものと言わざるを得ない???。
? 拙論批判への回答
私と斎藤氏は，教育，医療，福祉，スポーツ観戦や音楽コンサート観賞な
どの娯楽，人の運輸などの対人労働に着目し，対人サービス労働は人間を労
働対象にし，人間の能力に変換を与え，変換された能力を素材的担い手とし
て価値（労働力価値）を形成すると説く。実体が労働（労働過程）に他なら
ない「有用効果」を商品生産物として捉えるのでなく，労働の成果である変
換された人間の能力を生産物であり，商品とするのである。サービス労働価
値形成説のなかで「労働力価値形成説」と呼ばれる学派であり，今日，サー
ビス論争において一定の地位を占めるに至っている。
さて，私と斎藤氏の提唱する「労働力価値形成説」に対して，労働力商品
が擬制的商品であることを論拠に，サービス労働の価値形成を門前払いする
論者が少なくない。端的に言えば，サービス労働の労働対象が人間（労働力）
であることを仮に認めたとしても，そもそも労働力は商品でなく価値を持た
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ないのだから，労働力価値の形成という私と斎藤氏の主張する論理は根本的
に成り立たないとするのである。
飯盛教授は，最近の論稿において，労働力商品擬制説をとっていることを
明言された。「私はサービス経済についての論文・著作を発表し始めた時期か
ら，労働力商品擬制説と労働力価値外在説をとっていたことを指摘しておく。
………労働力商品擬制説と労働力価値外在説はマルクスじしんによって『資
本論』のなかで明言されているものであり，私にとっても自明の理であり，
サービス経済の研究に着手して以来40年近く依拠してきた学説である。????
とする。私には，残念ながら，マルクスが労働力商品を擬制的商品であると
明言していた箇所を見つけることができない。私は，不明瞭な部分が多々あ
るものの，マルクスは労働力商品を擬制的商品でなく一般商品に近いものと
して捉えようとしていたと?えている。ただし，マルクスが労働力商品を擬
制的商品と捉えていたか否かを文献的に追究することは，今回留保する。
労働力商品を擬制的商品とする論者の論拠は，私が見る限り３つある。
⑴ 労働力の売買は擬制である
⑵ 労働力価値は生活手段の価値として外在する
⑶ 労働力は資本によって生産される商品でない
飯盛教授は，労働力商品擬制説をとっていることを明言されて以降，この
３つの論拠に依拠しながら，直接的あるいは間接的に「労働力価値形成説」
を批判している。とりわけ，2011年度第59回経済理論学会（立教大学）・分科
会で，飯盛教授は最新の論稿と同じタイトル??「サービス部門の労働過程特
性???で報告され，⑶の論拠をめぐって拙論を詳細に批判された。そこで，
以下では「労働力価値形成説」を否定する３つの論拠について私の現在の?
え方と到達点を述べ，合わせて労働力は商品であるということ，サービス労
働が労働力商品価値を形成するということを論じたい。
⑴ 労働力の売買は擬制ではない
〝労働力の売買が擬制である"という主張は，サービス資本の労働過程にお
いて，労働対象になる人間の労働力価値が資本によって形成されるか否かを
直接問題にしているのではない。この主張は，賃金労働者一般が資本に雇用
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される際に販売するものは労働力でない，つまり雇用契約の本質として労働
力の売買を抽象すること自体が誤りであり，労働力はそもそも商品でないと
するのである。労働力が商品でないとしたら，サービス労働の成果である変
換された人間の能力を生産物そして商品であると捉えるサービス労働「労働
力価値形成説」は，根底から成り立たないことになる。
労働力の売買は擬制であり，よって労働力はそもそも商品でないという論
を，近年，体系的に展開されたのは鈴木和雄氏である???。鈴木氏は，そこ
で，売買当事者による商品体の識別不能性，商品体の所有権移転の覚知不能
性により，労働力は本来的に取引対象になり得ない，としている。端的にい
えば，労働力は非有体物であって財貨（モノ，物）ではない。売買は，そも
そも財貨（モノ，物）に設定された財産所有権の移転行為に対して成立する
概念である。人間を財貨（モノ，物）に準じて扱う奴隷売買では財産所有権
の移転という意味で売買が成立するが，労働力は非有体物なので所有権の移
転という売買が成立しない。つまり，労働力については売買が成立しないが
故に，労働力は商品ではない。よって，私と斎藤氏が提唱するサービス労働・
労働力価値形成説は，売買という観点で労働力が商品でない以上，当初から
理論的に成り立たないとするのである。
しかし，鈴木氏の主張は，私からすれば労働力の売買が現行の法学的な売
買の定義に適合しないことを根拠に，労働力を商品でないと主張していると
しかみえない。法学的な定義は，経済の現実の進展に合わせて修正される，
と私は?える。事実，売買概念の基礎になり財貨（モノ，物）に限定して設
定された所有権の定義をめぐり，近年では，知的所有権というかたちで非有
体物に財産権を付与する動きがある。そもそも労働力の売買は，労働者が労
働市場において自立した契約主体として登場するにもかかわらず，契約完了
後の資本の生産過程における労働力の使用において，労働者が何故に極めて
被支配的で従属的な立場に置かれるか，これを明らかにする極めて経済学的
な概念である。この意味で，労働力商品および労働力の売買という概念の確
立は画期的なことであり，経済学という学問体系で一時代を画したのである。
なお，今日，労働力の売買は労働力処分権の譲渡をともなわない使用権・
収益権だけの譲渡であって，売買というよりは賃貸借であるという解釈が示
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されている???。しかし，売買説および賃貸説は，いずれにせよ労働力につい
て対価をともなう取引・譲渡が行われることを認めたうえでの議論であって，
労働力を擬制的商品とするものではない。すなわち，労働力の取引内容を売
買とするにせよ賃貸とするにせよ，いずれも労働力を取引対象になる実在の
商品であると捉えているのであり，よってサービス労働「労働力価値形成説」
の前提は満たされるのである。
さて，鈴木氏は近年の論稿???において，デパート，ファーストフード，飛
行機添乗員，債権取立人等の接客労働，看護・介護職の対人サービス労働の
労働過程は，製造業における管理者と労働者の二極関係でなく，管理者，労
働者，顧客の三極関係になるという特徴があり，そこでは顧客という人間が
労働対象になるがゆえに労働者の統制において労働者の感情管理が重要にな
るという論を展開している。私や斎藤氏は，鈴木氏が〝感情労働"として取
り上げた労働のうちデパート，ファーストフード，債権取立人等の労働はた
しかに接客労働という一面をもつとはいえ，物品販売（貨幣を含む）を主と
する商業・金融といった流通部門の労働の一環をなすものであり，飛行機添
乗員や看護・介護職の接客を主とする対人サービス労働と経済的性格が異な
る，と?えている。しかしながら，労働力商品擬制説を唱えた鈴木氏が，こ
れらの〝感情労働"において顧客である人間を労働対象であるとしたことは，
一歩前進であると評価している。
これに対し飯盛教授は，鈴木氏が〝感情労働"の労働対象を顧客である人
間としたことは，鈴木氏の唱える労働力商品擬制説と矛盾するとして批判す
る。「対人サービスの労働過程において顧客が労働対象あるいは原料になると
いう主張は，労働力を実在の生産物さらに商品とみなすものである。鈴木氏
はこの主張を受け入れて氏の接客労働論を展開しているのであるが，このこ
とは，鈴木氏じしんが以前の著作で強調した『労働力商品は擬制的商品であ
る』という主張と矛盾するのではないか。????とする。そして，対人サービス
の労働過程において顧客が労働対象あるいは原料になるという鈴木氏の主張
は，サービス労働が労働力を生産すると説く「労働力価値形成説」と同じも
のになると警鐘をならすのである。
飯盛教授の警鐘にもかかわらず，〝感情労働"の労働対象を顧客であるとし
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たこと自体は，鈴木氏がかねてより提唱している労働力商品擬制説と矛盾す
るものではない，と私は?える。鈴木氏は，〝感情労働"の労働対象をあくま
で顧客である人間としているのであって，労働対象が労働力であると明言し
ているわけではないからである。現役の労働者だけでなく専業主婦，子ども，
資本家等を含めて顧客である人間が労働力の保有者であるという視点に立ち，
そして労働力は生産・再生産されるものと捉えたときに，はじめて労働力商
品擬制説と対立する。飯盛教授の警鐘は勇み足の感がある???。ただし，鈴木
氏は一方で，労働力について「われわれは，そのような能力を抽象すること
は可能であり，そのような能力は実在すると?えている。また，労働過程を
この能力の発現過程として把握することもできる????とも述べている。〝感情
労働"の労働対象を顧客である人間としたこと，そして労働力を人間に内在
する実在の範疇であるとしていること，鈴木氏がこの両方の認識を結びつけ
ることができれば労働力商品擬制説の放棄へと一歩進まれるのではないか，
と私は?える。
⑵ 労働力価値は労働力に内在
労働力商品価値が労働力そのものに担われず，財貨である生活手段価値と
して実在するというのが労働力価値外在説である。労働力そのものは価値を
持たないということであるから，土地商品等と同じように労働力は擬制的商
品ということになる。また，労働力はそれ自身に価値を持たないということ
であるから，サービス労働によって労働対象になる人間の内部に労働力価値
が形成されるという論理も成立しない。よって，サービス労働の成果である
変換された人間の能力を生産物と捉え，そこに価値を形成するというサービ
ス労働「労働力価値形成説」は根底から成り立たないことになる。
さて，労働力価値が労働力それ自身に内在するか否かという論点をめぐっ
て，かつて，私および斎藤氏と金子ハルオ氏との間で論争になった???。この
論点は，上で述べたように，人間を労働対象にするサービス労働の価値形成
を肯定するか否かに直結する問題である。価値が労働力に内在するならば対
人サービス労働の価値形成性は無理なく主張できる。逆に，価値が内在しな
いならば，労働力価値を形成するということでサービス労働の価値形成性を
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説くというアプローチ自体が無意味となる。こういう次第で，金子見解に対
し，私は，氏の著書で〝腕がちぎれんばかりの全力投球"と揶揄されるくら
いの気持ちで立ち向かった。
端的に言えば，私は，人間の食べる，寝る，衣服を着る，遊ぶといった消
費活動を労働力の生産活動，したがって生活手段を用いた消費生活過程を労
働力の生産過程として経済理論的に抽象できると説く。この抽象は，労働力
商品概念をもたず，消費者行動を余剰効用の極大化においた新古典派経済学
とはまったく異なるものである。こうした抽象を踏まえたうえで，消費活動
は目的意識的活動という点で社会的労働と同じ性格をもち，その目的は労働
力の生産にあるとする。また，消費活動がこうした目的意識的活動であるが
故に，生活手段価値は労働力に価値移転する。つまり，価値は労働力に内在
すると結論する。これに対し，金子氏は，消費生活過程で生産されるのはあ
くまで人間としての個人であって，消費生活過程を労働力の生産過程と捉え
ることはできないと説く。そして，消費活動の目的意識性は認めるものの，
その目的はあくまでパンを食べる，気に入った洋服を着る等といった欲求充
足であって，労働力の生産を目的とするものではないとする。よって，消費
活動は労働力の生産を目的とする活動と捉えることができないのだから，生
活手段価値は消費過程で消失し労働力に価値移転しない。つまり，価値は労
働力に事実上内在しないと結論する???。
両者の対立は，消費活動および消費生活過程を経済理論的にどう抽象する
かといった立場の違いであり，この限りではどちらが妥当であるかの判別は
できない。どちらの立場がより現実を説明する枠組みを与えていたのか，と
いうことで決着することになろう。ただ，少なくとも金子氏の把握では，労
働力商品はそれ自身に使用価値をもつが価値はもたないということになる。
商品は使用価値と価値の統一物であるので，労働力商品はこれに反すること
になる。労働力商品を擬制的商品とするなら話は通るが，金子氏はそうして
いない。私と斎藤氏は，これは論理一貫性に欠けると指摘した。なおこの点
は，飯盛教授の主張する労働力商品擬制説に係わっている。
飯盛教授は，最近の論稿で，『資本論』１巻２篇４章３節における労働力の
価値規定を解釈して，次のように述べている。「労働力は擬制的な意味での商
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品となるのであり，労働力の価値はその再生産に必要な生活手段（サービス
含む）の価値によって間接的に定まる。労
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とする。このように，消費活動は生活手段価値の労働力への価値移転機能を
もたず労働力に価値は担われないと明言している。しかも，先の注?の引用
文にみられるように，「労働力価値外在説はマルクスじしんによって『資本論』
のなかで明言されているものであり」，労働力価値は生活手段商品価値によっ
ていわば間接的に規定されるというのがマルクスの?えであり，マルクスは
労働力商品を擬制的商品と捉えていた，と解釈するのである。
労働力価値をめぐる飯盛教授の叙述と解釈について，２点指摘する。まず
は，「消
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」としている
が，消費活動が社会的労働による財貨生産活動でないということからだけで
は，消費活動の価値移転機能を否定できない。消費活動が社会的労働による
財貨生産活動でないということは，私も金子氏もお互い当初から認めている
からである。これを認めたうえで，消費活動は目的意識的活動であるがその
目的は何か，労働力の生産・再生産とリンクできるか，ここで見解が分かれ
たのである。飯盛教授はこうした議論を踏まえたうえで，消費活動の価値移
転機能を否定する何らかの論拠を示すべきである。
次に，労働力価値外在説はマルクス自身のものであり，マルクスは労働力
商品を擬制的商品であると捉えていた，という解釈についてである。仮に，
飯盛教授に言うようにマルクスが労働力価値外在説であるなら，労働力商品
は使用価値と価値の統一物と捉えることができなくなり，飯盛教授の主張す
る労働力商品擬制説に適合する。しかし，消費活動が価値移転機能をもたな
いと主張する際に飯盛教授が依拠した金子氏自身は，労働力商品擬制説を
とっていない。金子氏は，すでに述べたように消費活動による価値移転機能
を否定しつつも，価値は労働力に担われるのであって「労働力価値は生活手
段価値に帰着する????と解釈すべきとしており，価値は労働力に担われるの
だから労働力商品は擬制的商品でないという主張である。消費活動による生
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活手段価値の労働力への価値移転を否定しつつも価値は労働力に担われると
いう金子氏の主張は，私や斎藤氏からすれば理解しがたい論理であり，これ
も争点の一つになった。しかし，消費活動による価値移転機能を否定する立
場から，一方では労働力商品・擬制説が，他方では労働力商品・商品説が主
張されているということは，事実である。飯盛教授は，消費活動の価値移転
機能を否定する際に金子氏の言説に依拠されたのであるから，金子氏の結論
である労働力商品・商品説に対して何らかの言及があって然るべきである。
⑶ 人間の能力は資本によって生産される商品（サービス商品）
飯盛教授は，サービス労働「労働力価値形成説」が提示するサービス商品
の生産過程について検討され，最新の論稿（「サービス部門の労働過程特性」）
でこれを開示するとともに，これに係わって拙論を批判している。これまで
検討してきた⑴と⑵の論点は，私と斎藤氏が提唱するサービス労働「労働力
価値形成説」のいわば外堀をめぐる争いであった。しかし，⑶の論点はサー
ビス労働「労働力価値形成説」のいわば本丸にあたるものであり，飯盛教授
はそこを直接攻撃されたのである。なお，2011年度第59回経済理論学会（立
教大学）の分科会で，飯盛教授は論稿と同じタイトルで報告され，その際に
私がコメンテイターを務めた。以下は，その時の私と飯盛教授のやり取りの
再版であるが，要点を押さえつつ若干詳しく述べることにする。
① サービス商品の生産過程は社会的労働と消費活動の共同生産過程
労働力商品の生産は，たとえば教材を購入して独学で学んだり，薬を購入
して自分で治す等の消費活動だけで行われる場合，あるいは家庭内で食事や
洗濯するなど妻や親などの無償の家庭内労働を媒介にして行われる場合があ
る。これらのケースは，生活手段価値の労働力への価値移転はなされるが，
サービス商品の生産過程ではない。サービス商品の生産とは，教育機関や医
療機関や福祉・介護施設など家庭外の独立した企業組織により，有償のサー
ビス提供契約（在学契約，診療契約，入所契約など）のもとで，労働対象に
なる人間の能力の維持・形成が行われる場合をいう。20世紀の半ば以降，賃
金労働者の教育・文化水準が高まり，また平?寿命が伸びること等によって，
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労働力商品の生産がサービス商品の生産をつうじて行われる比重は増大して
きている。
私と斎藤氏は，サービス商品の生産過程を，資本によって投入される社会
的労働と労働対象になる人間の消費活動による，人間の能力の共同生産過程
であると捉えている。この把握は，金子氏などとの長年にわたる論争を通じ
て得られた私たちの到達点である。教育や医療等のいわゆる対人サービスの
労働過程が共同生産過程とならざるを得ないのは，対人サービスの労働対象
になる人間のもつ能力が人間の身体と不可分な存在形態をもっているからで
ある。私たちは，このこと??人間の能力は社会的労働と労働対象になる人
間の消費活動による共同の生産物??を数年前から主張してきたが???，あら
ためて要点を以下に記す。
まず，財貨の生産とサービス生産（人間の能力の生産）との違いを図式的
に表わせば，次のようになる。
?財貨の生産>
社会的労働＋労働対象（原料としての財貨）＋労働手段
＝>生産物（労働対象の質的変化，量的変化，形態変化，所在変更等）
?サービス生産>
社会的労働＋「労働対象（原料としての人間）」＋労働手段
＝>?生産物（労働力の維持・形成＝労働対象である人間の質と形態の変
化，所在変更等）」
私と斎藤氏は，周知のように，財貨の生産も人間の能力の生産（以下，サー
ビス生産）も同じ生産概念で捉えている。したがって，財貨生産では労働対
象は財貨であり，サービス生産では労働対象は人間である。また，財貨生産
での生産物は，生産物の主要実体になる原料としての財貨を有用な目的に変
換させたものである。サービス生産での生産物は，生産物の主要実体になる
原料としての人間の能力を有用な目的に変換させたものである。
このように，財貨生産もサービス生産も生産過程として捉えることができ
るのであるが，後者には前者とは異なる大きな特性がある。それは，サービ
ス生産では，人間の能力の変換という生産物の原料が人間であるため，労働
対象になる人間の主体的な消費活動が多かれ少なかれ生産過程に加わってく
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るという点である。このことは言葉を変えれば，サービス生産過程における
社会的労働は，対象になる人間のもつ能力を直接・間接の労働対象にするだ
けでは不十分であり，一般に必ず対象になる人間の消費活動によって媒介さ
れなければならないということである。教育における学生の知的能力の向上
には教育労働だけでなく学生の主体的な学習活動が必要であり，医療におけ
る患者の健康保持には医師の医療労働だけでなく患者の主体的な療養活動が
必要なのである。私と斎藤氏はこうした把握を踏まえて，サービス生産過程
は，社会的労働と労働対象になる人間の消費活動による人間の能力の共同生
産過程としたのである。これは，財貨生産過程にはないサービス生産過程の
基本的特性である。
次に，財貨生産もサービス生産も，資本主義社会においては資本による商
品生産として行われる。そして，サービス商品生産においては，上に述べた
サービス生産のもつ基本的特性に起因して，商品生産としての新たな特性が
加わる。第１に，サービス商品生産過程では労働対象になる原料としての人
間は資本の所有物にはならない。これを示すために，上の図式でカッコ付き
の「労働対象（原料としての人間）」で表わした。第２に，サービス商品生産
過程の成果（生産物）である変換された人間の能力すなわちサービス商品は
資本の所有物にはならない。これを示すために，上の図式でカッコ付きの「生
産物（労働力の維持・形成＝労働対象である人間の質と形態の変化，所在変
更等）」で表わした。第３に，サービス商品は共同生産による人間の能力の変
換であるため，財貨商品と比べると資本による商品の短期的な供給調節は十
分にできない。３番目の特性については，すでに拙著で触れまた自明である
ので，１番目と２番目の特性について敷衍する。
まず，特性１について。財貨生産では，労働対象になる原料としての財貨
は資本によって購入され資本の所有物になり，投下資本の一部を構成する。
しかし，サービスの共同生産では，労働対象になる原料としての人間は資本
によって購入されず，サービス資本の投下資本を構成しない。近代社会にお
いては，人間の人格的な独立が広く認められ，人間は他人の所有物にはなら
ないからである。近代社会の経済活動もこれを前提に組み立てられており，
資本によるサービス商品の生産もこれに適合するかたちで行われる。上の特
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性１はこのことを示している。ただし，このことはサービス生産過程におい
て人間が労働対象になることを否定するものではない。サービス生産は共同
生産過程であるから，社会的労働とともに自らの能力を変換するために消費
活動を行う人間が，労働対象として必ず生産過程に加わるからである。
次に，特性２について。サービス生産の成果である変換された人間の能力
は，生産段階では社会的労働と消費活動による共同生産物であるとはいえ，
生産後は人間の内部に変換された能力として存在し，資本の所有物にはなら
ない。学生の知的向上や患者の健康回復が教育資本や医療資本の所有物にな
らないということである。そもそもサービス商品の共同生産は，在学契約，
診療契約，入所契約といった〝サービス提供契約"のもとに行われる。労働
対象になる人間は，生産終了後あるいはそれを見越して，社会的労働の投入
に応じて発生するサービス資本の支払請求権???に対し，その支払義務を履行
するのである。これが〝サービス提供契約"のなかみであると私は捉える。
〝サービス提供契約"の社会的成立には，財貨の領域における商品生産，商品
市場，信用機構あるいは労働市場の発達・普及が土台として必要であるが，
今日，教育や医療や福祉にとどまらずスポーツ観戦や音楽のコンサートなど
〝サービス提供契約"は先進資本主義国を中心に広く一般に行き渡っている。
〝サービス提供契約"のもとでのサービス商品の共同生産は，サービス生産
によって変換された能力が資本の所有物にはならないので，サービス資本に
とっては変換した能力に対する所有権を確保することが目的にはならない。
したがって，生産物の主要実体になる原料が資本の所有物として投下資本の
一部を構成し，その結果として生産終了後の商品生産物が資本の所有物と
なって売買される財貨の商品生産とは性格が異なるのである。サービス資本
としては，支払請求権の行使によって〝サービス提供契約"に基づく支払義
務が履行され，サービス商品への対価の支払いがなされればよいのである。
すなわち，人間の能力を変換するために労働力に対象化した価値すなわち
サービス商品の価値（＝労働手段の移転価値とサービス労働者の生きた労働
量の合計），それとサービス生産過程の投入コスト（＝購入した労働手段の移
転価値と雇用したサービス賃金労働者の労働力商品価値の合計），両者の間
に差額（剰余労働，価格で評価した場合は利潤）が発生すれば目的は達せら
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れるのである???。財貨生産では生産物が資本の所有物となり，その売買を通
じて得られる財貨生産物の価値とその生産に要した投入コストとの差額から
剰余労働（利潤）が発生する。しかし，サービス生産過程は同じく資本によ
る商品の生産過程に包摂されるとはいえ，生産した商品価値の回収経路，し
たがって剰余労働（利潤）の取得経路が財貨生産の場合とは異なるというこ
とを意味する。端的に言えば，財貨生産では商品生産物の売買契約を経由し
て資本に剰余労働（利潤）がもたらされるのであるが，サービス生産では財
貨生産のような売買契約ではなく〝サービス提供契約"を経由して資本に剰
余労働（利潤）がもたらされるのである。上の特性２はこのことを示してい
る。
以上，サービス商品の共同生産過程における特性１～特性３を踏まえたう
えで，人間の能力は資本によって生産される商品（サービス商品）である，
と私は?えている。
なお，〝サービス提供契約"は人間の能力に係わる取引であるが，雇用契約
と違って労働力の使用権，収益権，処分権を含んだ賃金労働者の労働力所有
権の譲渡??処分権の譲渡については注?の箇所で示したように，議論が分
かれるところである??は行われない。〝サービス提供契約"は，財貨の売買
契約はもちろん労働力所有権の譲渡を担保する雇用契約でもない。教育にお
ける在学契約は教育資本が学生を教師として雇用する契約でないし，医療に
おける診療契約は医療資本が患者を医師や看護師として雇用するという契約
でないからである。〝サービス提供契約"はサービス商品の生産過程で共同生
産された人間の能力に対し，資本の支払請求権の行使および生産過程の成果
を保有する人間の支払義務の履行に関する契約である。したがって，サービ
ス労働を指揮する資本と労働対象になる人間との間で，生産され変換された
人間の能力に対し所有権の譲渡はなされないという点に留意が必要である。
② 飯盛教授への回答
飯盛教授は，最新の論稿（「サービス部門の労働過程特性」）において，私
が展開するサービス商品の生産過程を検討・批判された。批判の要点は，２
点である。
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１点目は，私が展開するサービス商品の生産過程では，労働対象になる人
間がサービス資本の生産手段に含まれていない。このことは，サービス生産
過程で人間が労働対象になるという櫛田説を自ら否定している，というもの
である。「（櫛田が提示したサービス資本の循環定式では??櫛田）サービス
提供の対象となる人間は生産手段（Pm）に含まれておらず……サービス提供
の労働過程において人間がその労働対象になる，とする櫛田氏の説が資本循
環分析の次元では実質的に氏じしんによって否定されている????としている。
しかし，サービス商品の生産過程が資本によって投入される社会的労働と労
働対象になる人間の消費活動による共同生産過程である，という私と斎藤氏
による把握は数年前から主張されており，飯盛教授も先刻承知のはずである。
残念ながら，飯盛教授による拙論批判は，この点を十分に踏まえた批判になっ
ていないと感じている。
上の①項で述べたように，サービスの共同生産過程では，労働対象になる
人間は資本によって原料として購入されず，サービス資本の投下資本を構成
しない。これが，サービス資本の循環定式において，労働対象になる人間が
資本の生産手段に含まれないということの意味である。しかし，人間が資本
の生産手段すなわち資本の所有する原料にならないからといって，サービス
生産において人間が労働対象になることを否定するものではない。サービス
商品の生産過程を財貨商品の生産過程と同じような理屈で捉えようとすると
ころに，こうした誤解が生まれるのである。サービス商品の生産過程は，人
間に内在する能力を社会的労働と消費活動の両者により共同で変換する過程
である。そして，近代社会における経済活動である資本制的商品生産におい
ては，人
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。しかし，
サービス生産がそもそも共同生産過程であることを踏まえれば，人間が資本
の所有物でない原料（労働対象）としてサービス商品の共同生産過程に加わ
るのである。要するに，サービス商品の共同生産過程では，人間は資本の購
入・所有する原料（労働対象）にはならないが，しかし原料（労働対象）で
ある。これは何ら矛盾するものではない。
２点目は，私が展開するサービス商品の生産過程では，労働対象になる人
間がサービス商品の購入者として扱われている。このことは，サービス生産
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過程で人間が労働対象になるという櫛田説を自ら否定している，というもの
である。「（櫛田が提示したサービス資本の循環定式では??櫛田）サービス
提供の対象となる人間は……サービス商品の購入者として扱われている。こ
のことは，サービス提供の労働過程において人間がその労働対象になる，と
する櫛田氏の説が資本循環分析の次元では実質的に氏じしんによって否定さ
れている????としている。
上の①項で述べたように，〝サービス提供契約"のもとで行われるサービス
商品の共同生産過程では，労働対象になる人間は共同生産過程の成果である
変換された能力を保有する。これに対し，サービス資本は能力を変換するた
め投入し労働力に対象化した社会的労働量（＝サービス商品の価値）に応じ
て支払請求権を行使し，また変換された能力を保有する人間は支払義務を履
行する。こうした経路で，サービス商品への対価の支払いがなされる。８年
前の拙著（『サービスと労働力の生産』）で，この支払義務の履行を「サービ
ス商品の購入」，履行者を「サービス商品の購入者」と表現した。したがっ
て，サービス商品の共同生産過程において支払請求権をもつサービス資本に
対して，「サービス商品の購入」を共同生産過程の成果を保有する人間の支払
義務の履行，「サービス商品の購入者」を支払義務の履行者のことであると捉
えれば，サービス商品の共同生産過程で人間が労働対象になりかつ彼が支払
義務の履行者になることは何ら矛盾しないのである。よって，飯盛教授の上
の批判はあたらないと私は?える。
ただ，８年前の拙著では，対人サービスが人間の能力の共同生産過程であ
ることをようやく捉えたばかりで，今にして思えば，十分に論理を追求でき
ずに不正確な表現にとどまる箇所が少なくなかった。サービス商品の共同生
産過程において，労働対象になる人間の支払義務の履行を「サービス商品の
購入」と表現したことは，その一つである。この表現では，〝サービス提供契
約"が財貨の商品売買契約であるかのような誤解を招きかねず，今になって
反省しているところである。サービス商品の共同生産過程では，変換された
人間の能力はサービス資本の所有物にならず労働対象である人間の所有物で
あるので，生産終了後に財貨商品のように売買つまり購
?
入
?
されることはない。
すでに繰り返し述べているように，サービス商品の共同生産過程における
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サービス商品への対価の支払いは，サービス資本の支払請求権の行使，成果
を保有する人間の支払義務の履行，つまり〝サービス提供契約"をつうじて
なされるのである。
〝サービス提供契約"は財貨商品の売買契約と異なるものである。私から見
れば，サービス業で有用効果という生産物が生産され消費者によって購入さ
れるという飯盛教授の有用効果生産説は，サービス業においても財貨商品の
売買契約を前提したうえで商品価値が形成されるという立論である。また金
子氏は，サービス業において「自分の所有している『商品』ではなくて，他
人の所有している労働力の再生産費用の一部を販売するなどということが，
本来成立することであろうか。販売できるものは本来は自分の所有物でなく
てはならない????と拙論を批判する。つまり，私と斎藤氏が提唱するサービ
ス商品は〝労働対象になる人間の所有物であり資本が所有する商品になって
おらず，まったく土俵が異なる"とする批判である。これも，商品価値形成
では財貨商品のような売買が前提になるという立論である。私は，財貨商品
におけるような売買契約を経由しなくても，資本によって商品が生産され価
値が形成されると?えている。〝サービス提供契約"のもとでのサービス商品
の共同生産過程はその一例であることを示した。
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労働の成果を運輸対象（貨物および人間）に即して捉えていないからである。これに対
し，同じくマルクス運輸論で示された使用価値完成説は，運輸労働の成果を運輸対象の
所在変換として正しく捉えている。ただし，そこでは運輸対象が財貨である貨物に限定
されている。運輸対象に貨物だけでなく人間をも含むかたちで，運輸労働の成果を運輸
対象の所在変換と捉えることによって，運輸論が確立されると私は?える。なお，すで
に同様の見解が斎藤重雄氏によって詳しく展開されている。一例として，斎藤重雄「剰
余価値生産とサービス労働」（日本大学『経済集志』第80巻第３号，2010年10月）におい
て飯盛教授の運輸論を批判した【補論】「飯盛見解の問題点」（p72～p73）を参照された
い。
⑻ 飯盛信男『サービス経済論序説』，p205。
⑼ 飯盛信男「サービス労働価値生産説の論拠??刀田和夫氏への回答??」本誌，第25
巻２号，1992年，p152。
? 同，p152。
? 〝生産物を生産する労働"は価値形成労働の必要条件であり，これによって商品（サー
ビス商品を含む）は物量単位あたりの労働時間という価値決定の基礎が与えられる。こ
の点は，すでに拙稿「社会的再生産とサービス部門」（日本大学『経済集志』第77巻第４
号，2008年１月，p120～p122）で展開している。
? 飯盛信男『サービス産業論の課題』（同文館，1993年）の第８章第３節「労働過程の三
類型」で展開されている。
? 飯盛信男「サービス部門の労働過程特性」本誌，第44巻３号，2011年８月，p174～
p175。
? 飯盛信男「サービス労働と労働力商品の擬制性??斎藤重雄氏への回答??」本誌，
第43巻第２号，2010年７月，p97。
? 飯盛信男「サービス労働価値生産説の論拠??刀田和夫氏への回答??」p155。
? 飯盛信男『平成不況とサービス産業』（青木書店，1995年，p79）および『規制緩和と
サービス産業』（新日本出版社，1998年，p94～p95）。
? 私は，すでに拙稿（「『対事業所サービス』の経済的性格??飯盛信男氏の見解につい
て??」斎藤重雄編『現代サービス経済論』創風社，2001年，第?部4章）で，対事業所
サービス（物品賃貸業を除く）をサービス部門と見なし，これらの成長をもって経済の
サービス化を主張する飯盛教授の見解について，詳しく批判している。
? 飯盛信男「サービス労働と労働力商品の擬制性??斎藤重雄氏への回答??」p83～p84。
? 鈴木和雄『労働力商品の解読』日本経済評論社，1999年。また，鈴木氏は，労働力商
品売買を〝時間決めの使用権の譲渡であり，労働者は労働力に対する所有権を放棄しな
い"とする通説的解釈に対し，この解釈ではそもそも商品売買が成立していないと批判
している。私は，すでに拙著（『サービスと労働力の生産』創風社，2003年）の第８章２
節「鈴木和雄氏の労働力商品把握」において，労働力商品実在説と労働力商品売買説の
観点から，この鈴木見解にコメントしているので参照されたい。
? 斎藤重雄『現代サービス経済論の展開』（創風社，2005年）の第?部第４章「労働力の
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再生産と賃金の本質」を参照されたい。
? 鈴木和雄「接客労働の統制方法」経済理論学会『経済理論』45巻4号，2009年。「接客
労働の３極関係」同47巻３号，2010年。同様の見解は阿部浩之「ケア労働の理論的検討」
政治経済研究所『政経研究』96号，2011年。
? 飯盛信男「接客サービス労働の労働過程??鈴木和雄氏の諸論稿の検討??」本誌，
第43巻第５号，2011年１月，p135。
? 同様の指摘が，すでに斎藤重雄「『接客労働とサービス労働』??飯盛信男氏の見解と
鈴木和雄見解へのコメントを巡って??」（日本大学『経済集志』第81巻第２号，2011年
７月）でなされている。
? 鈴木和雄『労働力商品の解読』p128。
? この論争については，拙著『サービスと労働力の生産』第１章，第２章，第３章，金
子ハルオ『サービス論研究』創風社，1998年，第３章，第６章，斎藤重雄『現代サービ
ス経済論の展開』第?部第７章，を参照されたい。
? 金子前掲書，p85～p87，p192～p200。
? 飯盛信男「複雑労働還元問題とサービス労働??森田成也氏の近著によせて??」本
誌，第42巻第６号，2010年３月，p181～p182。
? 金子前掲書，p86。
? 拙著『サービスと労働力の生産』p102～p106，p283。斎藤重雄『現代サービス経済論
の展開』p69。
? サービス資本が支払請求権を有するという指摘については，斎藤重雄『現代サービス
経済論の展開』p71。
? サービス部門における剰余価値および利潤の発生については，拙稿「社会的再生産と
サービス部門」で展開しているので，参照されたい。
? 飯盛信男「サービス部門の労働過程特性」p171。
? 同上。
? 金子前掲書，p116。なお，私と斎藤重雄氏が提唱するサービス労働「労働力価値形成説」
に対し，金子氏と同じような内容の批判が〝他人の商品の価値形成説"として，かつて刀
田和夫氏（「サービス論における金子・斎藤論争??サービス＝生産物説の立場から??」
2000年10月経済理論学会第48回大会（高知大学），分科会報告要旨および「サービス労働
と労働力価値」政治経済研究所『政経研究』77号，2001年11月）から寄せられた。刀田
氏は，教育，医療，理美容などの一
?
部
?
の
?
対
?
人
?
サ
?
ー
?
ビ
?
ス
?
においては，人間がサービス労働
の対象であり，したがって生産物は労働対象になる人間の心身上の変化であるという認
識であった。この点，刀田氏は私や斎藤氏と認識を共有していた。しかし，そうなると，
この生産物はサービス資本の所有する商品にはなっておらず，通常の商品売買形式にあ
てはまらないとする批判であった。私は刀田氏の批判に対し，当時，これは経済学上の
問題だから売買概念（＝所有権の移転）を法律上のそれより緩く解釈すべき，といった
趣旨の回答（「サービス生産物とその経済的性格」日本大学経済科学研究所『紀要』第32
号，2002年３月）をした。今にして思えば，これは，サービス商品が共同生産過程であ
サービス商品の共同生産過程
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ることの特性を踏まえていない，不十分な回答であった。本文で述べたように，サービ
ス商品への対価の支払いは，財貨商品のような売買契約ではなく，〝サービス提供契約"
をつうじてなされる。これは，財貨商品におけるような売買契約を経由せずに，資本に
よってサービス商品が生産され価値が形成されることを示している。
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